（柔道整復師）施術所開設届手続き等について

【届出の流れ】

開設　→　施術所開設届提出（開設後10日以内）→　検査日程の調整　→　検査（→届出済証の発行）

【開設届出時必要書類等】

提出先：施術所の所在地を管轄する保健所

提出部数：１部（控えが必要な場合は加えて必要部数を持参）

1． 施術所開設届（第１号様式）

・開設場所（所在地）についてはビル名、部屋番号まで正確に記入すること。
2． 施術所の付近見取り図

3． 施術所の平面図

・施術室、待合室の床面積、施術室の窓の寸法、換気装置及び消毒設備の位置、施術台の配置を図示してください。

4． 施術者全員の資格免許証の写し（原本持参）

・A4より大きい免許証の場合はA4サイズに縮小コピー

・裏面にも記載がある場合は両面の写し
5． 施術者全員の身分等の確認
・身分証（運転免許証等）の原本を提示

6． 開設者の身分等の確認
・法人の場合は登記事項証明書（発行から６ヶ月以内のもの）の原本を提示

・個人の場合は身分証（運転免許証等）の原本を提示

7． 施術所開設届出済証明書交付申請書（希望者のみ）

・手数料　４００円／枚（沖縄県証紙）

8． 遅延理由書（開設後10日以内に施術所開設届出を提出しなかった場合）

（記入に関しての注意事項）

・誤記がある場合は二重線で消し、余白部分に正しい内容を記載すること。
・修正液等は使用しないこと。

・用紙はA4普通紙を使用し、感熱紙は使用しないこと。

【構造設備基準】（規則第18条）

1． 6.6㎡以上の専用の施術室

2． 3.3㎡以上の待合室　

3． 施術室の室面積の７分の１以上に相当する部分を外気に開放し得ること。


但し、適当な換気装置があるときはこの限りではない。

4． 衛生上必要な措置を講じること。

・常に清潔を保つこと。

・採光、照明及び換気を充分にすること。
【広告制限について】（次の項目以外のものは広告してはならない。）
1. 柔道整復師である旨、その氏名及び住所 

2. 施術所の名称、電話番号、所在の場所の表示 

3. 施術日、施術時間 

4. その他（平成11年3月29日 厚生省告示第70号）

・ほねつぎ（又は接骨）

・医療保険療養費支給申請ができる旨

（脱臼又は骨折の患部の施術に係る申請については医師の同意が必要な旨を明示する場合に限る。）

・予約に基づく施術の実施

・休日又は夜間における施術の実施

・出張による施術の実施

・駐車設備に関する事項

※上記1、2について広告する場合においても、その内容は、柔道整復師の技能、施術方法又は経歴に関する事項にわたってはならない。

【その他法令】

（業務の禁止）

医師である場合を除き、柔道整復師でなければ、業として柔道整復を行なつてはならない。（法第15条）

（外科手術、薬品投与等の禁止）

柔道整復師は、外科手術を行ない、又は薬品を投与し、若しくはその指示をする等の行為をしてはならない。（法第16条）

（施術の制限）

柔道整復師は、医師の同意を得た場合のほか、脱臼又は骨折の患部に施術をしてはならない。ただし、応急手当をする場合は、この限りでない。（法第第17条）

（柔道整復師）施術所開設後の手続きについて

1． 施術所開設届出事項変更届

以下の事項（開設届出事項の一部）を変更した場合、10日以内に変更届を提出すること。

(1) 開設者の氏名

・婚姻等により氏名を変更した場合及び法人名を変更した場合に限る。
・開設者自体の変更は、変更前の開設者の廃止届、変更後の開設者の開設届が必要
であるため、この変更届では手続きできないこと。

(2) 開設者の住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地）

(3) 施術所の名称（事前にご相談ください）
(4) 場所

区画整理等による住居表示の変更、同一敷地内の移転が対象。移転先が別区画の場合や、同一ビル内で移転する場合は、移転前の施術所の廃止届、移転後の施術所の開設届が必要であるため、この一部変更届では手続きできないこと。　

(5) 業務に従事する施術者

(6) 構造設備（事前にご相談ください）
【必要書類等】

1 施術所開設届出事項変更届（第２号様式）
・届出中の変更事項欄に変更年月日を併記すること。
　（例）
	変更事項
	施術者の追加（変更日　令和○年○月○日）


2 添付書類等

（ア）（イ）のとき

変更したことがわかる書類の提示（法人の場合は登記事項証明書、個人の場合は運転免許証、戸籍謄（抄）本など）

（エ）のとき

変更したことがわかる書類の写し（住居表示変更通知書など）

（オ）で従事者する施術者の追加のとき

・追加した施術者の資格免許証の写し（原本持参）
・追加した施術者の身分証（運転免許証等）の原本を提示

（カ）のとき

変更前および変更後の平面図
　　③　遅延理由書（変更後10日以内に施術所開設届出事項変更届を提出しなかった場
合）

2． 休止、廃止届

施術所を休止または廃止した場合、10日以内に休止届または廃止届を提出すること。

【必要書類等】

1 施術所休（廃）止届（第３号様式）

2 遅延理由書（休止または廃止後10日以内に施術所休（廃）止届を提出しなかった場合）

3． 再開届

休止届を提出した施術所を再開した場合、10日以内に再開届の提出をすること。

【必要書類等】

1 施術所再開届（第４号様式）

2 遅延理由書（再開後10日以内に施術所再開届を提出しなかった場合）

